
第５回WGの振り返りについて

資料３

第６回 送配電効率化・計画進捗確認WG
事務局提出資料

2024年8月26日



2

第５回WGの振り返りに関する委員・オブからの主なコメントとその回答

（コメント）
✓ 海外比較は、環境や設計諸元等の違いによりコストの違いが出てくると理解している。よって単純比較とい
うよりは、定性的な取組に関する動向把握や効率化に資する取組を学び、それを取り入れていくことが重
要。（華表委員）

✓ 仕上がりとして日本の送配電コストが世界各国と比べて安いか高いかは、事業者に意識してほしい。エ
ネルギーコストが安くならないと、製造業は日本から出ていき、国力に非常にネガティブなインパクトを与える。
（圓尾委員）

✓ 他の公益事業分野では、台風や地震等の条件、あるいは需要密度等の条件がより似ている台湾や韓国
と比較して決して高くないと言うと格段に説得力が増すと思う。この点についても欧米だけでなく注目する必
要があるという指摘を頭に置くと、今後も検討が進むのでは。（松村座長）

（質問）
✓ 国によって環境等が異なることは理解するが、中国や韓国、インドは日本より送配電コストが著しく低い。環
境や品質等の違いも含めて、今後さらに理解を深めていってはどうか。（浪越オブ）

✓ 停電状況もコストに関係すると思うので、各国の停電の発生状況の情報がほしい。（北本委員）
✓ 気象条件もコストに影響すると思うので、需要が密であることと、気象条件、特に台風と地震のデータ等
が比較材料として揃えば、日本の位置付けのバックアップデータとなるのでは。（平瀬委員）

（送配電網協議会からの回答概要）
→欧米に固執せず、各国の有効と思われる施策についてはしっかりと検討していきたい。また、国内メーカー
 にはアジアに工場を保有されて製品を製作されている会社もあり、私どもは海外製品だからノーということ
ではなく、品質を確保できているといった条件が確認できれば発注対象として取り扱うということはしっかり
やっていく。

  →別途スライド１－１～１－４参照
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１－１．電力料金の各国比較（2021年）

出典：Electricity Grids and Secure Energy 
Transitions （IEA, October 2023）

概要：家庭向け電力料金の各国比較（2021年）
であり、そのうち青い棒線が送配電の部分を表している。
各国の規制当局からの公式なデータに基づきIEAが分
析したものであるが、送配電の定義の記載がなく、平仄
が揃っていない可能性があることに留意が必要である。

⚫ 前回WGにおいて、IEAが公表したElectricity Grids and Secure Energy 
Transitions（以下、「IEAレポート」）における電力料金及び託送料金の各国比較の
グラフをご紹介した。



※各年度の停電時間 2016年：0.4、2017年：0.3、2018年：3.8（北海道胆振東部地震によるブラックアウトの影響含む）、2019年：1.4（台風15号、19号の影響含む）、2020年：0.5
 なお、停電時間は、停電時間(分) × 停電低圧電灯需要家口数 / 期首低圧電灯需要家口数÷60より算出。
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国
託送料金 停電時間 会社形態数 台風 地震 森林率

USD per MWh
需要家あたり
年平均時間

T＝送電、D＝配電 年平均上陸数
年平均発生数
（M5.5以上）

森林面積
/国土面積

日本 72 1.2※ T+D：10社(民) 3.7 1.14 68.4%

米国 60 6.0 州ごと 3.3 0.48 33.9%

英国 66 0.3
T：３社(民)
D：14社(民) 0.5以下 － 13.2%

ドイツ 92 0.2
T：４社(民)
D：約800社(民) 0.5以下 0.05 32.7%

中国 37 1.2 T+D：２社(官) 6.7 2.10 23.3%

韓国 12 0.1 T+D：１社(官） 0.7 － 64.4%

フィリピン 54 4.0
T：１社(民)
D：約250社(民) 4.0 0.57 24.1%

⚫ 託送料金及び停電時間へ与える影響が大きいと考えられる環境要因の指標（台風、
地震、森林率）について欧米、アジア諸国と比較したところ、日本はいずれの指標にお
いても比較的厳しい環境にあることが確認できた。

１－２．停電時間、環境要因の各国比較

（出典）託送料金：３スライドで引用したIEAレポートにおける送配電（T&D component）の数値。ただし、中国の数値は1kV未満の数値に限られている。
停電時間：日本は、電力広域的運営推進機関の電気の質に関する報告書（2016～2020年度平均）、米国は、3スライドで引用したIEAレポートにおける数値。

 その他の国は、世界銀行のデータベースより2016~2019年の停電時間（SAIDI）の平均値を算定。
会社形態数：米国、英国、ドイツ、フィリピンは、海外電力調査会HP（データ集）を参照。中国、韓国は、電気事業連合会HP（情報ライブラリー）を参照。
台風：台風上陸国ランキング（2014年、横浜国立大学筆保教授）、地震：国連開発計画（UNDP）世界報告書（1980～2000年平均）、森林率：林野庁HP

（森林・林業統計要覧2023）

＜日本、欧米、アジア諸国の比較＞ （赤字は今回比較対象とした７か国における各項目の上位３か国）



１－３．IEAレポートにおける託送料金設定のポイント

⚫ なお、IEAレポートにおいては、各国比較のデータに関して、適切な託送料金設定のポイ
ントとして、「規制当局が、TSO又はDSOの策定した投資計画に対して、事前に承認
し料金回収を認めるルールを設定しているか」※という点を挙げている。

 ※日本のレベニューキャップ制度においては、投資計画を含む事業計画を規制期間ごとに策定し、それを踏まえた収入の見通しを事前に承認する
仕組みとなっている。

⚫ この事前に投資計画を承認する方法は、「タイムリーかつ予測可能な料金設定ができ
る」とされ、一方で、事後的に実績費用に基づき精算する方法は、「新規投資の延期や
系統状況の悪化」があり、「財務健全性」が主要な課題となっている一部の国において
は料金設定の方法が重要である点について言及されている。

出典：Electricity Grids and Secure Energy 
Transitions （IEA, October 2023）
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１－４．韓国との比較 １/３

⚫ 韓国については、託送料金及び停電時間のいずれも低水準であることから、追加で日
本との比較を行った。

⚫ 株式保有比率（2023年末時点）：韓国政府18.2%、韓国産業銀行32.9%、その他一般投資家48.9%
⚫ 2023年度は３回にわたり電気料金を値上げし、小売単価は27%上昇（３頁のIEAレポートのデータは2022年

時点のため、2023年度の値上げ前の数値）
⚫ 韓国電力公社の2016年以降の営業損益（発電※・送配電・小売含む）は下記のとおり

参考：韓国電力公社（Korea Electric Power Corporation）について）

国
託送料金 停電時間 会社形態数 台風 地震 森林率

USD per MWh
需要家あたり
年平均時間

T＝送電、D＝配電 年平均上陸数
年平均発生数
（M5.5以上）

森林面積
/国土面積

日本 72 1.2 T+D：10社(民) 3.7 1.14 68.4%

韓国 12 0.1 T+D：１社(官） 0.7 － 64.4%

４頁の表の日本と韓国を再掲

※2001年に韓国電力公社の発電部門が６社に分割されたが、韓国電力公社の100%子会社であることから、上記の連結営業損益には含まれている。
（出典：株式保有比率、営業損益（ウォン）は、韓国電力公社HPで公表されたIR情報を参照。

営業損益（円）は、ウォン建の金額を簡易的に１ウォン＝0.1円で換算し、10億円以下を四捨五入）

営業利益（2020年12月期）：     4兆862億ウォン（約4,100億円）
営業損失（2021年12月期）：  5兆8,465億ウォン（約5,800億円）
営業損失（2022年12月期）：32兆6,551億ウォン（約３兆2,700億円 ）
営業損失（2023年12月期）：  4兆5,416億ウォン（約4,500億円 ）

営業利益（2016年12月期）：    12兆15億ウォン（約1兆2,000億円）
営業利益（2017年12月期）： 4兆9,531億ウォン（ 約5,000億円）
営業損失（2018年12月期）： 2,080億ウォン (約200億円 ）
営業損失（2019年12月期）： 1兆1,276億ウォン（約1,100億円 ）
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１－４．韓国との比較 ２/３

⚫ 韓国の人口密度は日本の1.5倍程度、韓国の国土面積単位当たりの販売電力量は
日本の2.3倍であり、日本より需要が集中している状況にある。

日本 韓国 韓国÷日本

国土面積 約38万㎢ 約10万㎢ 約27%

人口 約12,435万人 約5,156万人 約40%

人口密度 約329人/㎢ 約515人/㎢ 約1.5倍

販売電力量 820,897百万kWh 509,270百万kWh 約60%

販売電力量÷国土面積 21,717百万kWh/万㎢ 50,775百万kWh/万㎢ 約2.3倍

（出典）国土面積：外務省HP、人口：日本は総務省HP（2023年）韓国は外務省HP（2023年）、販売電力量：海外電力調査会HP（2020年、海外電気事業統計）
いずれの数値も小数点以下を四捨五入。

＜人口密度の分散状況（2020年）＞
（参照：SEDAC（the Socioeconomic Data and 
Applications Center）のHP）

＜電力系統の状況（2024年度）＞（参照：日本（左）は「2024年度供給計画の取りまとめ」（広域機関）

 韓国（右）はKorea Power ExchangeのHP）
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１－４．韓国との比較 ３/３

日本 韓国 韓国÷日本

販売電力量 820,897百万kWh 509,270百万kWh 約60%

送電
鉄塔数 24万基 4万基 約17%

電線亘長 104千km 16千km 約16%

変電 変電所数 7千箇所 0.9千箇所 約13%

配電
電線亘長 1,338千km 543千km 約41%

支持物数 22,198千基 10,178千基 約46%

⚫ 韓国の設備量は、日本の設備量と比較すると、以下のとおり送変電が10%～20%、
配電が40%～50％となっており、販売電力量の比率（約60%）と比較して少なく、こ
れは前頁のとおり、韓国の人口密度等が高いことが一因であることが考えられる。その結
果として、韓国の送配電コストが低くなっている可能性がある。

⚫ また、停電時間に関しても、台風や地震等の環境要因に加え、韓国の設備量が少ない
ことが影響している可能性がある。

（出典）販売電力量：海外電力調査会HP（2020年、海外電気事業統計）
設備量：日本は、電気事業連合会HP（2022年度、電力統計情報）、韓国は、韓国電力公社HP（2023年、 Statistics of Electric Power in KOREA）
いずれの数値も小数点以下を四捨五入
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第５回WGの振り返りに関する委員・オブからの主なコメントとその回答

✓ シェアが固定化されている状況を打破するため、過去どのような取り組みをしてきたのか。その結果どのよ
うな効果があったのか、これからどんなことをやろうとしているのか教えてほしい。（圓尾委員）

✓ サプライヤー調査を見ると、一部の事業者は新たな取引先が参入している、もしくは撤退していることがわ
かる。何が起きているのか、その背景等を少し深堀してまとめてほしい。（圓尾委員）

✓ 配電は、少なくとも成長分野ではないのではないかと思っており、安定供給や持続可能性というところを無
視した上での効率化というのは、やはりなかなか受入れ難い。サプライヤーの新規参入等について情報があ
れば教えてほしい。（河野委員）

→別途スライド２－１～２－２参照

✓ 電力会社によっては競争発注比率が上昇しているものもあるが、結果として価格にはどう影響が出てい
るのか教えてほしい。（浪越オブ）
→別途スライド３－１～３－２参照

（質問）
✓ 架空配電線路工事のトップ3のサプライヤーに固定化傾向が見られるが、このトップ3の中のシェアの推
移に変化があるものなのか教えてほしい。（浪越オブ）

（事業者からの回答概要）
→競争の結果として、中身のシェアは、大小毎回変化が生じる。
✓ 架空配電線路工事に限らず、サプライヤーの構造について固定化している場合に、各電力会社では受注

事業者の価格の妥当性、適正性をどう評価しているのか教えてほしい。（浪越オブ）
✓ 小規模な工事への発注をどのようにしているのか、状況を深掘りしてほしい。グループ会社等を通したほうが

メリットがある場合、またはデメリットがある場合には、そのデメリットを小さくする施策があるのか教えてほしい。
（北本委員）
→資料４参照
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新規取引先の募集（中部電力PG） 分割式コンクリート柱の仕様統一

（出典）電気新聞HP

10

⚫ 新規参入を促す取組（物品）を各事業者に確認したところ、以下のとおりであった。

➢自社のHPを活用した公募および個別に新規サプライヤーへの参入勧奨（エリア近郊に工場を
持つサプライヤーや、他分野（通信事業）に納入しているサプライヤー等）

➢電力用規格や他一送との統一仕様※を採用することで参入しやすい環境を整備
※分割式コンクリート柱の仕様統一。分割式コンクリート柱を導入することにより、鋼管部分の発注があるためサプライヤーのシェアにも変化がある。

➢調達範囲を分割（納入エリアを細分化）するといった契約条件の見直し

⚫ 一方で、新規参入を検討するサプライヤーの参入障壁として、技術的優位性確保の
難しさや初期投資の回収長期化等の課題が想定される。

２－１．サプライヤーの新規参入を促す取組と課題（物品）
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⚫ 新規参入を促す取組（工事）を各事業者に確認したところ、以下のとおりであった。

➢ 自社のHPを活用した公募および個別に新規サプライヤーへの参入勧奨（技術面
等において施工可能なサプライヤー等）

➢ 工事発注を工事内容毎に細分化し、部分的な参入も可能とした

➢ カイゼン活動による生産性の向上やPR活動を通じた業界全体の魅力向上

⚫ 一方で、新規参入を検討するサプライヤーの参入障壁として、工事用車両・資機材等の
設備投資や専門的な技能が必要であるとともに、日々の大量の工事に対応するため
の拠点・施工体制の整備が必要となること等の課題が想定される。また、業界全体の
採用難・高い離職率等を背景に、既存サプライヤーでも施工力不足が顕在化している
ため、新規参入を検討する事業者の施工力確保も課題と考えられる。

２－１．サプライヤーの新規参入を促す取組と課題（工事）



⚫ 各事業者に対して、サプライヤーの撤退理由について調査をした結果、大別する
と以下の2点であった。

➢製造設備の老朽化による事業撤退等、製造者目線に立つと、将来的な事業計画が見
通せない等の背景から投資判断に至らずに撤退

➢競争の結果、契約価格が見合わず競争に追随できずに撤退

⚫ 上記の状況を経て一部のサプライヤーが撤退した結果、足元では大幅な仕様変
更がなく、市場が安定し、サプライヤーの固定化傾向が高まる状況となっていると
考えられる。

12

２－２．撤退に至った理由について
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３－１．競争発注比率と単価の推移

⚫ 電力システム改革の進展等の環境変化を踏まえ、競争発注比率がある年度から大きく
上昇している事業者も見られたが、競争発注比率と単価の推移を分析したところ、近
年の物価上昇等の影響もあり、明確な相関性は確認できなかった。

⚫ なお、事業者からは、競争による価格抑制効果を定量的に計ることは困難であるものの、
過剰な価格上昇に対する牽制、複数社化によるレジリエンスの向上、安全面や品質
に優れたサプライヤーへの優先発注等の効果があったとの意見があった。
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３－１．競争発注比率と単価の推移（物品費）

コンクリート柱（物品）

関西

（出典）事業者提出資料より事務局作成

※ グラフの縦軸は競争発注比率、横軸は１台あたりの平均単価。なお、平均単価については、競争環境への影響を考慮し、単位を非表示としている。
※ グラフの赤丸は競争発注比率が大きく変化した直前直後の数値。

第４回送配電効率化・計画進捗確認WG
資料4（2024年5月31日）一部加工

関西電力
送配電

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

社名 社名 社名 社名 社名 社名 社名 社名

1位 A A A A A A A A

2位 － － － － B B B B

3位 － － － － － － － －

TOP3シェア 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

競争発注比率 0% 0% 0% 0% 47% 99% 99% 99%



３－２．競争発注比率と単価※1の推移（工事費） １/２
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架空配電工事

東北 中部

四国 九州

（出典）事業者提出資料より事務局作成

中部電力
PG

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

社名 社名 社名 社名 社名 社名 社名 社名

1位 A A A A A A A A

2位 － － － － － B B B

3位 － － － － － C C C

TOP3シェア 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

競争発注比率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 100%

九州電力
送配電

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

社名 社名 社名 社名 社名 社名 社名 社名

1位 A A A A A A A A

2位 B B B B B C B D

3位 C C C C C B C B

TOP3シェア 91% 91% 91% 91% 90% 90% 90% 92%

競争発注比率 0% 0% 0% 0% 100% 100% 100% 100%

四国電力
送配電

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

社名 社名 社名 社名 社名 社名 社名 社名

1位 A A A A A A A A

2位 － － b b b b b b

3位 － － － － － － － －

TOP3シェア 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

競争発注比率 0% 0% 3% 100% 100% 100% 100% 100%

第４回送配電効率化・計画進捗確認WG
資料4（2024年5月31日）一部加工

東北電力
NW

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

社名 社名 社名 社名 社名 社名 社名 社名

1位 A A A A A A A A

2位 B B B B B B B B

3位 C C C C C C C C

TOP3シェア 94% 94% 94% 94% 94% 95% 95% 94%

競争発注比率 0% 0% 2% 2% 2% 100% 100% 100%

※1 工事費の平均単価については、工事費
総額から設計書数を除すことにより事務局が
簡易的に算出している。
なお、競争環境への影響を考慮し、単位は非
表示としている。



３－２．競争発注比率と単価の推移（工事費） ２/２
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地中配電工事

東北 中部

四国

（出典）事業者提出資料より事務局作成

中部電力
PG

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

社名 社名 社名 社名 社名 社名 社名 社名

1位 A A A A A A A A

2位 B B B B B B B B

3位 C C C C C C C C

TOP3シェア 97% 97% 97% 93% 96% 96% 96% 96%

競争発注比率 0% 0% 0% 0% 100% 100% 100% 100%

四国電力
送配電

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

社名 社名 社名 社名 社名 社名 社名 社名

1位 A A A A A A A A

2位 － － － － － B B B

3位 － － － － － － － －

TOP3シェア 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

競争発注比率 0% 0% 0% 84% 100% 98% 99% 100% （出典）事業者提出資料より事務局作成

東北電力
NW

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

社名 社名 社名 社名 社名 社名 社名 社名

1位 A A A A A A A A

2位 B B B B B B B B

3位 C C C C D C C E

TOP3シェア 99% 99% 100% 99% 98% 98% 97% 97%

競争発注比率 0% 0% 0% 1% 1% 100% 100% 100%



ミクロ的検証に関する委員・オブからの主なコメントとその回答

✓ 四国電力送配電の施工力の確保というのは非常に良い取組。長期的な結果とし
ては、効率化に資するものであるため、こういった取組も横展開の状況を確認できる
と良いのではないか。（北本委員）

→別途スライド４－１参照

ミ
ク
ロ
的
検
証
（
コ
ン
柱
・
柱
上
変
圧
器
・
配
電
線
）

施
工
力
確
保
の
取
組
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⚫ 各事業者にヒアリングした結果、施工力確保に向けて、全事業者において工事
会社と一体となって以下のような取組を行っていた。

➢ 夜間・休日作業の抑制、工事会社の休暇取得への協力、適正な単価設定等による労
働環境の改善

➢ 工事会社との協働による新たな工法・機材の導入、工事の早期発注等による年間工事
量の平準化、複数工事の同時施工の推進等による労働生産性の向上

➢ 業界全体のイメージ向上を目的としたPR活動等による作業員の確保、工事会社社員
の表彰制度の導入等による作業員の意欲向上に向けた取組等

＜新たな工法の導入の例：元位置建替車両＞ ＜PR活動の例：ワークガイドの作成＞

４－１．施工力確保に向けた取組
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